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１．当期の業績（２００４年３月１日～２００５年２月２８日） 

(１) 経営成績                                                       金額表示：百万円未満切捨 

 総売上高 前期増減率 営業利益 前期増減率 経常利益 前期増減率 

当期 443,845 ( △1.0％) 16,951 (＋27.8％) 15,802 （＋12.8％）

前期 448,211 ( △1.3％) 13,265 (＋99.4％) 14,013 （＋73.5％）

 

 
 

当期純利益

 

前期増減率

1株あたり 

当期純利益 

総  資  本 

経常利益率 

総 売 上 高 

営業利益率 

総 売 上 高 

経常利益率 

当期 18,643 (＋37.3％) 71,167 円 24 銭 5.5％ 3.8％ 3.6％ 

前期 13,574 (△45.7％) 52,210 円 97 銭 4.8％ 2.9％ 3.1％ 
 

(２) 配当状況 

    一株当たり年間配当金 配当金総額   

  期 末 中 間 （ 年   間 ） 配当性向 株主資本配当率
 円   銭 円   銭 円   銭    

当期 － － － － － － 

前期 － － － － － － 

 

(３) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

当期 293,849 百万円    23,339 百万円         7.9％     89,769 円 10 銭 

前期 284,348 百万円     4,825 百万円         1.7％     18,561 円 30 銭 

期末発行済株式数 当期 普通株式 260,000 株    

前期 普通株式 260,000 株 

 

２．次期の業績予想（２００５年３月１日～２００６年２月２８日） 

総売上高 営業利益 経常利益 

462,000 百万円 17,000 百万円 13,500 百万円 
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３．経営成績及び財政状態 

 
（１） 経営成績 
 
当期の経営成績につきましては、以下の通りとなりました。 
・ 総売上高 4,438億円（前年差△43億円） 

前年差の内訳は、店舗事業△47億円、法人外商事業＋3億円となっております。 
なお、当期の総売上高増減率は△1.0%ですが、構造改善実施 6店舗の増減率は＋0.3%（未実施
5店舗計△3.5%）となりました。 

・ 営業利益 169億円（前年差＋36億円） 
   内訳は、営業総利益 1,174億円（△5億）、販売管理費 1,004億円（△42億）となりました。 

また、総売上高営業利益率は 3.8%となり、前年から 0.9%増加いたしました。 
・ 経常利益 158億円（前年差＋17億円） 
・ 特別利益 59億円 
   主な内訳は、ミレニアム還付費引当金戻入益です。 
・ 特別損失 30億円 
   主な内訳は、固定資産の除却損・撤去費です。 
・ 当期純利益 186億円（前年差＋50億円） 
 

（２） 財政状態 
 
当期の財政状態につきましては、以下の通りとなりました。 
・ 総資産 2,938億円（前年差＋95億円） 

固定資産の主な増減内訳は、広島店の店舗構造改善等設備投資＋65億円、不動産の売却△19億
円、減価償却△80億円、除却△9億円などとなっております。 

・ 総負債 2,705億円（前年差△90億円） 
借入金の主な増減内訳は、借入方式の変更により＋176億円、長期借入金の約定返済等により△
191億円となっております。 

・ 自己資本 233億円（前年差＋185億円） 
 
 ＜自己資本額の推移＞ 

03 年 2 月期 04 年 2 月期 05 年 2 月期 

△88 億円 48 億円 233 億円 
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（３）2006 年 2 月期に対処すべき課題 

05 年度につきましては、「上場に向けた更なる経営基盤の強化」と積極的な店舗投資による「攻め

の経営への本格的転換」を行っていくとともに、継続的な課題として「仕事の仕方の変革」と「営業

力の強化」についても取り組んで参ります。 

「再生から新生へと舞台が変わる」中、全社員・全組織が各々の役割を演じ、責任を全うし、「現場」

の力を最大限に持ち上げていく」ことに全力を挙げて参ります。 

 
・グループとしての取り組み 

①店舗構造改善計画の推進 
②パーソナルマーケティングの推進と上得意顧客戦略の強化 
③商品政策の見直しとテナント事業の推進 
④要員構造改革の推進 
⑤心斎橋店開店を契機とする関西エリア戦略の推進 

    
・そごうとしての取り組み

①MRグループの関西戦略の中核となるそごう心斎橋店開店（９月） 
・そごう全社員結集による心斎橋店成功にむけた取り組み強化 
・心斎橋店導入を契機とした新たな業態開発の推進 
・店舗お得意様顧客・法人顧客開拓をはじめとする関西エリアでの活動強化 
 
②複合商業施設化にむけた店舗構造改善計画の推進 
・（リニューアル） 横浜店 ～ ０５年 ６月（レストラン街“ダイニングパーク横浜”） 
          千葉店 ～ ０５年１１月（コリドー館改装） 
 
③パーソナルマーケティングの実践 
 ・上得意様顧客のさらなる活性強化 
 ・マチュア・シニア顧客にむけたマーチャンダイジング及び企画の強化 
 
④全社員参加による店舗営業力強化の取り組み 
・入店客数の拡大にむけた店舗のエンタ－テイメント化推進 
   
⑤要員構造改革の推進 
・営業力強化に向けた重点職務部門への配置強化 
・生産性向上に向けた要員構造の改善 
・繁閑対応型要員体制への移行 

 
ミレニアムリテイリンググループとして、㈱西武百貨店をはじめとするグループ会社とのシナジー経営を

活かし、企業価値の向上を図ってまいります。 
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比較貸借対照表 

（単位：百万円） 

 

 

当事業年度 

（05.2.28） 

前事業年度 

（04.2.29） 

増 減 高 

 

（資 産 の 部）            

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 上 債 権 

棚 卸 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 ８１，７４７ 

５３，５８９ 

８，２２４ 

８，３６３ 

１１，５７２ 

△１ 

６０，５３２  

  ３２，１４１  

８，７６９  

９，５９２  

１０，０８１  

△５３  

２１，２１５ 

２１，４４７ 

△５４５ 

△１，２２８ 

１，４９０ 

５１ 

 

固 定 資 産 ２１２，１０１ 

 

２２３，８１６  △１１，７１４ 

有 形 固 定 資 産 

建 物 等 

土 地 

１２０，４９４ 

 ７１，３７７ 

４９，１１６ 

１２１，１２８  

７１，１５０  

４９，９７７  

△６３４ 

２２６ 

△８６０ 

無 形 固 定 資 産 １９，４７７ １９，７７５  △２９８ 

投 資 等 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

敷 金 ・ 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

７２，１３０ 

１，５４５ 

１８ 

６４，６３１ 

６，６４４ 

△７１０ 

８２，９１２  

２，２０８  

３１  

７２，７８２  

８，７９０  

△９００  

△１０，７８１ 

△６６２ 

△１２ 

△８，１５０ 

△２，１４５ 

１９０ 

  

資 産 合 計 ２９３，８４９ ２８４，３４８  ９，５００ 
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当事業年度 

（05.2.28） 

前事業年度 

（04.2.29） 

増 減 高 

 

（負 債 の 部）  

流 動 負 債 

買 入 債 務 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

商 品 券 

そ の 他 

８６，９８３ 

１６，７５８ 

４４，６９０ 

６，４２２ 

９，６１８ 

９，４９３ 

１２８，０６３  

１７，４２３  

７９，４９７  

８，８２１  

９，７５２  

１２，５６８  

△４１，０７９ 

△６６４ 

△３４，８０６ 

△２，３９８ 

△１３３ 

△３，０７５ 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退職給付引当金 

そ の 他 

１８３，５２５ 

１７４，６１５ 

４，０８６ 

４，８２３ 

 

１５１，４５９  

１４１，３１７  

４，１６２  

５，９７９  

３２，０６６ 

３３，２９７ 

△７５ 

△１，１５６ 

  

負 債 合 計 ２７０，５０９ ２７９，５２２  △９，０１３ 

（資 本 の 部）  

資 本 金 １３０ １３０  ０ 

資 本 剰 余 金 ５００ ５００  ０ 

利 益 剰 余 金 ２２，６９５ ４，０５１  １８，６４３ 

評 価 差 額 金 １４ １４４  △１２９ 

   

資 本 合 計 ２３，３３９ ４，８２５  １８，５１４ 

合      計 ２９３，８４９ ２８４，３４８  ９，５００ 
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比較損益計算書 

（単位：百万円） 

 

 

当事業年度 

（04.3.1～05.2.28）

前事業年度 

（03.3.1～04.2.29）
増 減 高 

前年増減率

（％） 

総 売 上 高 

そ の 他 の 営 業 収 入 

４４３，８４５

５，２０４

４４８，２１１

４，４５５

△４，３６５ 

７４８ 

△1.0

16.8

営 業 収 益 計 ４４９，０４９ ４５２，６６７ △３，６１７ △0.8

売 上 原 価 ３３１，６２１ ３３４，６４８ △３，０２６ △0.9

販売費及び一般管理費 １００，４７６ １０４，７５２ △４，２７６ △4.1

営 業 費 用 計 ４３２，０９８ ４３９，４０１ △７，３０２ △1.7

営 業 利 益 １６，９５１ １３，２６５ ３，６８５ 27.8

受 取 利 息 ・ 配 当 金 １２６ １５２ △２６ △17.0

その他の営業外収益 ２，０００ ２，９１９ △９１９ △31.5

営 業 外 収 益 ２，１２６ ３，０７２ △９４５ △30.8

支 払 利 息 １，９６４ ９５３ １，０１０ 105.9

その他の営業外費用 １，３１１ １，３７０ △５９ △4.3

営 業 外 費 用 ３，２７５ ２，３２４ ９５０ 40.9

経 常 利 益 １５，８０２ １４，０１３ １，７８８ 12.8

特 別 利 益 ５，９２１ １３，１００ △７，１７８ △54.8

特 別 損 失 ３，０９７ １３，４９２ △１０，３９５ △77.0

税 引 前 当 期 純 利 益 １８，６２６ １３，６２１ ５，００５ 36.7

法人税、住民税及び事業税 △１６ ４６ △６３ △135.6

当 期 純 利 益 １８，６４３ １３，５７４ ５，０６８ 37.3
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